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「障害者基本法の見直し」に関する要望書

ＤＰＩ（障害者インターナショナル）日本会議

　議長　三　澤　　了

障害者基本法（以下、「基本法」とする）が2004年に改正されて以降、国連の障害者権利条約（以下、「権利条約」とする）が障害分野の国際的ＮＧＯとの協議と合意づくりを通じて採択（06年12月）され、本年5月には正式に発効されました。日本政府は昨年９月に署名を行い、権利条約に基づく国内法整備がいよいよ本格的に段階をむかえています。
中でも、障害者関係の各種実定法の理念上の根拠になっている基本法の見直しがどのように行われるのかは、障害者差別禁止法をはじめとする権利条約に基づく国内法整備の方向性を大きく左右することにもつながります。

ＤＰＩ日本会議は、こうした極めて重要な認識に基づいて、来年にひかえている基本法の「５年後の見直し」（附則第３条）に向けて、基本的考え方と要望を提出致します。

【要望事項】

１．「障害者基本法の見直し」の基本的視点について

権利条約において合意された各条文の解釈に基づき、関連法令の整備を行う際には拘束力をもつ見直しの方向づけがなされるとともに、裁判規範性を伴う実体法としての障害者差別禁止法制定が不可欠という明確な基本認識にたって見直しを行っていただきたい。

【理由】
附則の第３条（検討）では、「政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律による改正後の規定の実施状況、障害者を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、障害者に関する施策の在り方について検討を加え、必要な見直しを行うものとする。」となっていますが、そもそもの基本法の在り方の根幹にかかわる同法の主体はだれなのかをはっきりとみておく必要があります。
特に基本法に関係する個別実定法の根拠となる「基本的施策」（第２章）の各条文においては、軒並み「国及び地方公共団体」「事業者」が文脈上の主語になり、それぞれの努力義務を定めています。

つまり、現行の基本法では「国及び地方公共団体」または「事業者」が主体であり、法の当事者であるはずの「障害者」が客体に位置づけられて構成されている「障害者施策の促進法」の基本的性格の枠内にとどまっていることが、関係する個別実定法に対して一定の明確な拘束力をもてない要因になっています。同時に、基本的理念に「差別禁止」条項（第３条２）を明記していながら、同条項を根拠に訴えた裁判においては、同規定は抽象的な理念であり、「将来的課題」として簡単に退けられるのも同じ要因によるものであるといえます。

「基本法の見直し」を行うのであれば、権利条約が障害のある人を基本的に権利の主体として位置づけ、そのもとで包括的に締約国の一般的義務を定めている枠組みとの整合性が確保できる見直しの方針を明らかにする必要があります。

２．障害の定義（第２条）について

環境と生活機能に着目した障害概念の国際的な見直しと、権利条約において明記されている「種々の障壁と相互に作用する」環境的要因との関係に着目した見直しを行っていただきたい。具体的には、以下の定義に関する案（下線部分）にそって検討し、明記していただきたい。
（１）第２条について
　　この法律において「障害者」とは、身体的障害、知的障害又は精神的障害（以下「障害」と総称する。）があるため、種々の障壁と相互に作用することにより、社会に完全かつ効果的に参加することに制限を受ける者を含む。
（２）第２３条３項　「難病等に起因する障害があるため継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者に対する施策」について
「難病等があるために種々の障壁と相互に作用することにより、社会に完全かつ効果的に参加することに制限を受ける者に対する施策」に改正
【理由】

①内閣府の障害者基本計画「後期重点施策実施5か年計画」でも触れられているように、障害者の権利条約の規定に基づいた国内施策の整備が必要となっています。改正においては、権利条約の文言を入れ、参加制約、一部の障害者が排除されないような規定が必要となっています。
②難病等においては「難病等に起因する障害」とされているために、身体障害者福祉法の別表に掲げられた障害者手帳所持者だけが範囲になるといった誤解が自治体で生じています。手帳所持者だけに限定されないように読み込める定義が必要です。
※　JDF（日本障害フォーラム）と内閣府の意見交換会（08.02.14）では、障害手帳のない難病等においても、日常生活又は社会に相当な制限を受けるものも障害者基本法に含まれていることを確認しています。
③身体的障害のように「的」という文言をいれることにより、身体障害者福祉法の身体障害と区別することが必要です。
④「起因する障害」については、現在でもその後の文言で「継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける」と２重に要件をかけているので削除するべきです。

３．差別の禁止（第３条の３）について

どういうことが障害に基づく差別になるのかを明示する「差別の定義」を明記していただきたい。「差別の定義」の検討にあたっては、権利条約の「障害に基づく差別」（第２条の定義）をもとに、直接差別、間接差別、合理的配慮の欠如を含めた裁判規範性のある解釈ができるものであることが必要です。それとともに、差別を受けたときの実効性ある権利救済の仕組みを明記し、実定法として差別禁止法の法制化を強く促すものとするために、次の３点を踏まえていただきたい。

（１）障害に基づく「あらゆる形態の差別」の根拠となる、障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野においても、障害のある人が人権と基本的自由を享有し又は行使することを害し又は無効にする目的又は効果を有するもの（権利条約第２条）という考え方を明示すること。

（２）「障害に基づく差別には、合理的配慮を行わないことを含むあらゆる形態の差別を含む。」として障害者権利条約に規定されている合理的配慮は、あらゆる分野に関わる重要な概念として、障害者基本法の中で明確な定義づけを行うこと。
（３）障害者基本計画「後期重点施策実施５か年計画」のⅡで述べられている「障害を理由とした不当な差別的取扱い等に対する救済措置を整備する。」を関係省庁の縦割り的な制度で対応するのはなく、差別禁止法の法制化の中に位置づけて包括的な仕組みとして確保すること。
【理由】

障害者差別禁止法を裁判規範性のある実定法としてつくっていくためには、その上位の理念法である障害者基本法の改正の内容が極めて重要です。
基本的理念（第３条の３）で抽象的に「差別禁止」を明記しても、それは「心がけ」の問題にとどまり、もっとも重要な点は、裁判等において、どういう事案が障害に基づく差別や人権侵害にあたるのかという解釈指針の根拠となる「差別の定義」が明記されていなければ実効性は担保できません。
４．基本的理念（第三条の２）の「すべて障害者は、……あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる」については、障害をもつ人は、社会参加を権利として有しているのだから、「あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されなければならない」という規定に変更していただきたい。
【理由】
基本的理念（第三条の２）は、障害者は「参加する機会」が恩恵的に「与えられる」対象とみなされるという考え方を含んでいるため、「与えられる」は削除することが必要です。
５．施策の基本方針（第８条の２）について

　権利条約の第19条（自立した生活及び地域社会へのインクルージョン）を踏まえて、障害者が地域で暮らす権利を有し、居所や生活様式等については、（市民的権利として）本人が選ぶ機会を有し、必要なサービスや支援を得ることができることを明示していただきたい。

【理由】

施策の基本方針（第８条の２）の「…障害者が、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう配慮されなければならない。」の「可能な限り」については、当該市町村やサービス提供側が内容の説明が曖昧なまま必要なサービスや支援を行わない「理由」に使われる場合が少なくないため削除し、必要なサービスや支援を行わない場合は解釈上、あくまでも例外的な限定的事案であって、その場合は説明責任を課すことを明示することが必要です。
６．「障害の予防」について

「障害の予防に関する基本的施策」（第３章のタイトル及び第23条１と２）の「障害の予防」については、障害はあってはならず、治療しなければならないものという障害観が色濃く反映されているので、この項目は基本的に削除の上、次のように修正していただきたい。
（１）現行の「障害の予防に関する基本的施策」という章は削除し、新たに「保健サービスへのアクセス」または「保健サービスの利用」を設け、主体者である障害のある人の判断と選択によってアクセスし利用できる施策を盛り込むようにして頂きたい。

（２）前記の（１）を踏まえて、現行の23条の３を改変し、新たに23条の１として次のような文章として頂きたい。「国及び地方公共団体は、障害の原因となる難病等の予防及び治療が困難であることにかんがみ、障害の原因となる難病等の調査及び研究を推進するとともに、難病等があるために種々の障壁と相互に作用することにより、社会に完全かつ効果的に参加することに制限を受ける者に対する施策をきめ細かく推進するよう努めなければならない」

（３）第23条２の「早期発見及び早期治療」は、権利条約（第25条(b)）をもとに、「適切な場合における早期発見及び早期治療」に修正するか、または、この項目も含めて削除する。

【理由】

「障害の予防に関する」については、「障害者基本計画等」（第９条）に「障害の予防に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため」と定められ、第３章（障害の予防に関する基本的施策）の第23条においても施策の実施に関する規定が置かれています。

「障害の予防」という表記は、社会において「障害はないほうがいい」という障害をマイナスにとらえ否定する意識を助長しかねないものであり、それが障害に対する偏見や差別意識及び差別的な取扱いにもつながる現状があります。

権利条約の理念であるインクルージョンは、障害による差異や多様性、個別性を尊重し受け入れる社会の実現を目指していることから、「障害の予防」ではなく、障害の原因を保健サービス等の環境要因との関係で重視する調査・研究等や地域生活を可能にしていく保健施策等の実施という方向を明確にしていく必要があります。

７．「障害者の福祉に関する基本的施策」（第２章）で明示されている努力規定の限界を踏まえ、事業者の責務として、障害の特性やニーズを踏まえた「合理的配慮の提供」を含む必要な施策、支援を義務づける規定を明記していただきたい。

特に国及び地方公共団体には、事業者が「合理的配慮の提供」を実施することができるための財政的支援を含む必要な措置を行なう責務があることを明記していただきたい。
【理由】

障害者基本計画の策定については市町村も義務づけられることになりました、それ以外の「福祉に関する基本的施策」（第２章関係）では、従来と同様に、国及び地方公共団体に関しては「～を講じなければならない」、民間事業者には「～に努めなければならない」と基本的に努力義務を課す規定にとどまっています。
「基本的施策」（第２章）は、関係する個別実定法の包括的根拠になっている。努力義務を課すだけでは、その結果、実施者（国及び地方公共団体、民間事業者等）側が施策の目標を果たせなかった場合の罰則や具体的なペナルティ等もないことから、これまでと同じように実効性はほとんど期待できません。
今後、関係する個別実定法の運用を検証し、必要に応じた見直しを具体的に担保するためには、義務規定を明記し、事業者を含む実施者側が目標値を達成できなかった場合、実施者側に対して少なくともその挙証責任としての説明義務を課すことともに、可能性のある改善目標の達成に向けてのプランの提出を義務づけることが必要です。
８．教育（第14条）について

権利条約（第２４条２）で明記されているように、基本的には障害のある児童・生徒が本人の生活している地域社会において、障害のない児童生徒と一緒に教育を受けるための合理的配慮の提供や支援措置を含む環境及び条件整備をしていく方向性を明確にしていただきたい。

【理由】

現行の学校教育法や関係施行令においては、障害のある児童・生徒の場合、「能力や適性に応じて」を理由に、学校に入るときの就学通知送付の時点から就学先を特別支援学校に分けられる仕組みになっています。基本的に分けられた仕組みをそのままにして「交流及び共同学習を積極的に進める」（第14条の３）ことを定めても、実態的には本来のインクルーシブ教育の理念に反するものとなり、かえって課題が曖昧にされたまま弊害の方が大きくなってしまうことにもつながります。

まず、入り口から分けないことを基本方針として関係法令の見直しを行ない、その上で学校現場の受け入れ条件を整備していくことを通じて、本人・保護者の選択と希望に基づく就学先を決めていくことが必要です。

９．雇用の促進等（第16条）について

これまでのような「雇用の促進に関する施策」を示すことにとどまるのではなく、権

利条約（第27条）で明記されている雇用に係わるすべての事項に関する差別の禁止と苦情手続等による権利の保護に関する措置の必要性を明示していただきたい。

また、「職業相談等」（第15条）で定められている一般雇用に位置づけられていない

現状の地域における作業所や授産施設等の「作業活動」や「職業訓練」（第15条の３）の場が、長期の働く場になっている実態を踏まえて、雇用の場への移行を図るための適切な措置の必要性を明示していただきたい。

【理由】

権利条約の第27条のタイトルは、「労働及び雇用」となっており、インクルーシブで、かつ、アクセシブルな労働市場及び労働環境において、障害のある人の労働の権利を広く認めています。従来のような一般雇用の範囲から除外して、「作業活動」や「職業訓練」という枠の中で、労働の権利とはとても言えない劣悪な工賃収入等の実態を放置してきた問題を抜本的に見直していくことが必要です。
10．中央及び地方障害者施策推進協議会の位置づけと役割、当事者参画については、権利条約の第33条（国内実施及び監視［モニタリング］）の「独立した仕組み」に基づくモニタリングの役割を担うため、関係省庁との総合調整機能の権限をもつ特別機関を内閣府の外局として設置する方向で改編していただきたい。

【理由】
中央及び地方障害者施策推進協議会（第24条～第26条）においては、「障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る」（障害者基本計画等　第９条）ための必要な事項を審議することになっています。今後は、権利条約の批准の検討と国内法令の整備にあたっては、権利条約に基づいて基本法の見直しと運用が行われなければならないことが前提になります。現行の中央及び地方障害者施策推進協議会は、権利条約が策定される前の基本法に基づく協議会であり、その協議会と権利条約の第33条に基づく国内モニタリング機関が並存することは、屋上屋を重ね非効率的になる恐れがあります。

また、当事者参画についても現状の運営のあり方では、その具体的内容が不透明な点が多々見られます。
権利条約の国内モニタリングの体制にとって、より効果的な仕組みを構築する観点から

見直しを行なうことが必要です。
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